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はじめに

社会全体としてカーボンニュートラルに向けた取組みが進められている中、港湾分野で
は「カーボンニュートラルポート(CNP)の形成に向けた施策の方向性」（令和 3年 12月：
カーボンニュートラルポート(CNP)の形成に向けた検討会）が令和 3年 12月にとりまと
められた。この中では、港湾工事での脱炭素化技術の導入が位置付けられており、港湾工
事の施工段階での二酸化炭素（以下、「CO2」という）排出量の削減に向けて業界関係者と
連携しながら取り組むことが重要である。

港湾工事におけるCO2排出量の削減に向けて、まずは港湾工事におけるCO2排出量の
実態を把握することが必要である。すなわち、港湾工事における各活動で排出されるCO2
の量を的確に把握することが重要となるが、現状では十分なデータが蓄積されていない。
また、港湾工事に関しては、海上における起重機船等の作業船の使用など、港湾に特有な
部分もある。このような港湾特有の事情も踏まえ、CO2排出量の算定方法を整理し、その
上で排出削減方策に取り組むことが重要となる。

また、港湾工事におけるCO2排出量を効果的に削減するためには、計画・設計・施工と
いうそれぞれの検討プロセスにおいて施工時のCO2排出量を推定し、各検討プロセスで可
能な削減方策を検討する必要がある。しかしながら、計画・設計等のプロセスでは施工に
関する情報などが十分でない場合も多い。このため、各検討プロセスで、どのようにCO2
排出量を算定し、削減方策を検討すべきか、その基本的な考え方の整理も必要である。

そこで、港湾工事におけるCO2排出量の削減に向けて、国土交通省は「港湾工事におけ
る二酸化炭素排出量削減に向けた検討ＷＧ」を設置して、既存の排出量原単位や算定の考
え方、削減に関する先行事例などの共有を行った。また、各プロセスのうち、まずはデー
タが比較的充実している施工プロセスを対象として工事発注段階での排出量算定を想定
し、港湾工事におけるCO2排出量の算定方法の検討を行った。

本ガイドラインは、排出量削減の取組みの前提となる排出量の実態把握を目的として、
工事発注段階での排出量算定の基本的考え方を整理し、「港湾工事における二酸化炭素排
出量算定ガイドライン（発注段階編）」として検討WGにてとりまとめた。
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第 1 章 概要

1.1 ガイドラインの概要

（解説）
（１）ガイドラインの目的

本ガイドラインは工事発注段階で港湾工事におけるCO2排出量を算定する際に適用
されるものである。港湾工事におけるCO2排出量を算定する場面は計画・設計・工事
発注・工事実施（前・後）と様々であるが、各場面によって主な算定主体や算定方法、
また算定のためのデータ取得の容易性が異なる（表-１）。
本来、計画・設計段階から港湾工事におけるCO2排出量を推定し、削減方策を検討

することが望ましいが、現状ではデータが十分蓄積されておらず、算定が困難である。
一方、工事実施段階では詳細な情報を得ることができるが、現場ごとに施工条件等が異
なる場合も多くあり、個別事情による影響を除いて一般化することが困難な場合が多
い。
これらの現状を踏まえ、本ガイドラインでは、まずデータが比較的充実している工事

発注段階を想定し、港湾工事におけるCO2排出量を算定するための基本的考え方を整
理した。
工事発注段階における港湾工事でのCO2排出量が算定されることで、各工事におい

てCO2排出量の特性が明確になり、今後CO2の排出削減方策を具体的に検討すること
が可能になる。また、これらのデータを充実させることで、今後計画・設計段階でのCO2
排出量の算定法の構築につながることが期待される。

l 「港湾工事における二酸化炭素排出量算定ガイドライン（発注段階編）」（以下、「本
ガイドライン」という。）は、工事発注段階における港湾工事でのCO2排出量を算定
する際の基本的な考え方を示すものであり、工事発注段階で港湾工事におけるCO2
排出量を把握することを目的とする。

l 本ガイドラインでは、工事発注段階で数量が明確な材料や建設機械・作業船の稼働を
主なCO2排出量の算定対象とする。

l 本ガイドラインに記載のない事項については、関係省庁等から発刊されている各種
ガイドライン等を参照するものとする。
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表-１ CO2排出量の算定を行う場面毎の算定主体及び方法、データ取得の容易性

（２）対象
本ガイドラインでは、工事発注段階で数量が明確な材料や建設機械・作業船の稼働を

主な算定対象とする。工事発注段階では、主要な材料の種類や量、また建設機械・作業
船の稼働時間等から港湾工事でのCO2排出量を算定することができる。
一方、工事発注段階で数量等が明確にならない項目もある。これらは算定において幾

つかの仮定が必要であり、その根拠を示す十分なデータが揃っていない。このため、工
事発注段階で数量等が明確でない項目については算定対象外とする。今後、実際の港湾
工事でのCO2排出量を工事実施後に実績ベースで算定していくことで、これらの項目
が港湾工事でのCO2排出量全体に占める影響を検討する必要がある。

1.2 関連するマニュアル・ガイドライン等
本ガイドラインは、工事発注段階における港湾工事でのCO2排出量を算定する際の

基本的な考え方を示すものであるが、CO2排出量の算定に関する基本的考え方は環境
省・経済産業省（20221）、20222)）を参考にすることができる。
また、「カーボンニュートラルポート（CNP）形成計画」策定マニュアル（国土交通

省港湾局）3)においても、CO2排出量の推計方法が記載されている。
さらに、工事発注段階における港湾工事でのCO2排出量算定について、算定手法の

詳細や試算例に関しては、港湾空港技術研究所資料 4)を参考にすることができる。

CO2排出量の算定を行う場面 主な算定主体 想定される算定方法 データ取得の容易性

計画段階
整備計画（構造物
の配置，種類等）
の検討

国、港湾管理者
等

構造物あたりの CO2 排出
量（〇〇t-CO2/構造物）の
概略値を活用

構造物毎のCO2排出
原単位の整備が必要

設計段階
構造形式や主要諸
元等の検討

国、港湾管理
者、
設計者等

工種あたりの CO2 排出量
（△△t-CO2/工種）の概略
値を活用

工種毎のCO2排出原
単位の整備が必要

施
工
段
階

工事発注段
階

施工方法や材料の
種類等の検討

国、港湾管理者
等

工事積算に基づき、材料の
製造や機械の稼働による
CO2排出量を合算

一部のデータの取得
が困難なものの、比
較的充実

工事実施段
階（実施前）

材料等の調達先の
選定、詳細な施工
条件の検討

施工者等
詳細な施工条件や調達条
件に基づき必要に応じて
算定

詳細なデータを多く
取得可能

工事実施段
階（実施後）

工事実施後の実績
に基づく事後評価
等

施工者等 施工実績に基づき算定
実績により実態を反
映したデータを取得
可能
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第２章 港湾工事におけるCO2排出源と工事発注段階での算定対象

2.1 港湾工事におけるCO2排出源

（解説）
港湾工事には様々な事業者が携わり、材料そのものの生産から廃棄物の処理まで、

様々な活動がなされる。港湾工事におけるCO2の排出源を設定する上で環境マネジメ
ントの基本的考え方を適用することが重要である。環境マネジメントの基本的考え方
として、製品等のライフサイクルアセスメント（LCA）や事業者におけるサプライチェ
ーン排出量が挙げられる。

（１）ライフサイクルアセスメント
製品やサービス等の環境影響について、検討対象による環境負荷を包括的に把握す

る手法として LCAが挙げられる。LCAは、ライフサイクル全体（原材料の取得から製
造、使用、リサイクル及び最終処分）を通じた環境影響を評価する手法である。
構造物のLCＡに関する規格として、JIS Q 13315-2（ISO 13315-2）5）では、コンク

リート構造物のLCAを行う際に考慮すべき事項等について規定されている。

（２）サプライチェーン排出量
（１）に対して、組織のLCAとして、事業者のサプライチェーンにおける事業活動

に伴って発生する温室効果ガス排出量全体がサプライチェーン排出量と定義されてい
る。すなわち、サプライチェーン排出量は「Scope1：事業者自らによる温室効果ガスの
直接排出(燃料の燃焼、工業プロセス)」及び「Scope2：他社から供給された電気、熱・
蒸気の使用に伴う間接排出（電気、熱・蒸気の生成段階）」、「Scope3：Scope1、Scope2

以外の間接排出」で構成される。Scope3はさらに 15のカテゴリに分類される（表-２）。
サプライチェーン排出量の算定基準としては国際基準 6）や日本国内の実態を踏まえ

た「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドライン」1）

が環境省及び経済産業省により策定されている。

港湾工事におけるCO2排出量の算定において、ライフサイクルアセスメントやサプラ
イチェーン排出量の考え方に基づき、適切に排出源を設定するものとする。
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出典：「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドライン (ver.2.4)」（環境省）

図-１ サプライチェーン排出量の概念図１）
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表-２ Scope3 のカテゴリ区分と算定対象 1）

（３）港湾工事におけるCO2排出源の整理
LCAやサプライチェーン排出量に関する規格・基準類（JIS Q 13315-25）、サプライ

チェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドライン 1））を参考とし、
港湾工事におけるCO2排出源を整理すると、図-２のようになる。表-３においては、
LCA、サプライチェーン排出量の各観点における算定対象を整理している。また、図-2
には表-3 の排出活動欄の数字を記載している。なお、LCAについて、本ガイドライン
では「原材料の取得から製造」にあたる部分として材料製造・施工段階を対象としてい
る。

区分 カテゴリ 算定対象 

上

流 

1 購入した製品・サービス 原材料・部品，仕入商品・販売に係る資材等が製造されるまでの活動に伴う排出 

2 資本財 自社の資本財の建設・製造に伴う排出 

3 Scope1,2に含まれない燃料

及びエネルギー関連活動 

他社から調達している燃料の調達，電気や熱等の発電等に必要な燃料の調達に伴う

排出 

4 輸送，配送（上流） ①報告対象年度に購入した製品・サービスのサプライヤーから自社への物流（輸送，

荷役，保管）に伴う排出 

②報告対象年度に購入した①以外の物流サービス（輸送，荷役，保管）に伴う排出（自

社が費用負担している物流に伴う排出） 

5 事業から出る廃棄物 自社で発生した廃棄物の輸送，処理に伴う排出 

6 出張 従業員の出張に伴う排出 

7 雇用者の通勤 従業員が事業所に通勤する際の移動に伴う排出 

8 リース資産（上流） 自社が賃借しているリース資産の操業に伴う排出（Scope1, 2で算定する場合を除く） 

下

流 

9 輸送，配送（下流） 自社が販売した製品の最終消費者までの物流（輸送，荷役，保管，販売）に伴う排出

（自社が費用負担していないものに限る） 

10 販売した製品の加工 事業者による中間製品の加工に伴う排出 

11 販売した製品の使用 使用者（消費者・事業者）による製品の使用に伴う排出 

12 販売した製品の廃棄 使用者（消費者・事業者）による製品の廃棄時の処理に伴う排出 

13 リース資産（下流） 賃貸しているリース資産の運用に伴う排出 

14 フランチャイズ フランチャイズ加盟者における排出 

15 投資 投資の運用に関連する排出  
その他 従業員や消費者の日常生活に関する排出等 
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図-２ 港湾工事におけるCO2排出を伴う活動（番号は表-３と対応）

表-３ 港湾工事におけるCO2排出源の整理（算定対象は○）
CO2排出源 排出活動 LCA サプライチェーン排出量

①機械稼働

①-1 燃料の燃焼

〇 〇①-2 燃料の運搬

①-3 燃料の生産

②材料 材料の製造 〇 〇

③運搬
③-1 材料、仮設材、建設機械、作業船の運搬 〇 〇

③-2 車両や施設等の製造、維持修理等 × 任意

④関連活動
現場事務所の運営に必要な電力の発電、従業員

の通勤等
〇 〇

⑤廃棄物
⑤-1 廃棄物の運搬 〇

〇（Scope1の場合）

任意（Scope3の場合）

⑤-2 廃棄物の処理 × 〇

⑥仮設材減耗等 仮設材の製造、維持修理等 任意 任意

⑦機械減耗等 建設機械及び作業船の製造、維持修理等 任意 任意
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2.2 工事発注段階におけるCO2排出量の算定対象

（解説）
2.1 で設定した CO2排出源からの排出量を算定するためには、工事発注段階で算定

に必要なデータを取得する必要がある。一方、工事発注段階では数量や詳細が不明な項
目も存在し、算定において多くの仮定が必要になる。港湾空港技術研究所資料No.1399
では、CO2排出量の算定に必要なデータの工事発注段階におけるデータ取得の可否が
取りまとめられている。
本ガイドラインでは、港湾工事における主要なCO2排出源と発注段階でのデータの

取得可否の観点から、主に次の排出源を算定対象として設定する（表-４）。
・機械稼働（燃料燃焼）
・機械稼働（燃料生産）
・材料製造
・材料、仮設材、建設機械、作業船の運搬（データ取得が可能な項目のみ）
・廃棄物の運搬（データ取得が可能な項目のみ）

2.1 で設定した排出源のうち、工事発注段階でのデータ取得の可否を踏まえ、CO2排出
量の算定対象を設定するものとする。
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表-４ 工事発注段階における算定対象とする港湾工事における主要なCO2排出源

※市場単価を用いて特定の作業をパッケージとして積算する工種（市場単価採用工種）
の中には、①機械稼働に相当する排出活動を含むものが存在するが、該当する排出活動を
切り出して評価することが困難であることから本ガイドラインでは算定の対象外とする。

CO2排出源 排出活動
算定

対象

①機械稼働

※

①-1 燃料の燃焼 〇

①-2 燃料の運搬 ×

①-3 燃料の生産 〇

②材料 材料の製造 〇

③運搬

③-1

材料、仮設材、

建設機械、作

業船の運搬

回航・えい航費を計上する作業船、運搬費を積

上げ積算（貨物自動車による運搬の場合）で計

上する建設機械、運搬費を積上げ積算で計上す

る材料及び仮設材

〇

材料、回航・えい航費を計上しない作業船、運

搬費が共通仮設費率に含有又は積上げ積算（分

解・組立が必要な場合）で計上される建設機械、

運搬費が共通仮設費率に含有される仮設材

×

③-2 車両や施設等の製造、維持修理等 ×

④関連活動 現場事務所の運営に必要な電力の発電、従業員の通勤等 ×

⑤廃棄物

⑤-1

廃棄物の運搬

積算において運搬距離が明らかな廃棄物 〇

上記以外の廃棄物 ×

⑤-2 廃棄物の処理 ×

⑥仮設材減

耗等
仮設材の製造、維持修理等 ×

⑦機械減耗

等
建設機械及び作業船の製造、維持修理等 ×
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第 3 章 港湾工事におけるCO2排出量の算定方法
3.1 算定の基本的考え方

（解説）
第 2章において本ガイドラインの主な算定対象とした下記の排出源について、CO2

排出量の算定に必要な各種数量は、工事積算の考えに基づき設定するものとする。各排
出源によるCO2排出量の具体的な算定方法については 3.2 で述べる。
・機械稼働（燃料燃焼）
・機械稼働（燃料生産）
・材料製造
・材料、仮設材、建設機械、作業船の運搬（データ取得が可能な項目のみ）
・廃棄物の運搬（データ取得が可能な項目のみ）
なお、本ガイドラインの算定対象外の排出源によるCO2排出量を算定する場合には、

専門家の意見を聴取することが望ましい。

3.2 各排出源における材料等の数量の設定

（解説）
第 2章において主な算定対象とした排出源について、国土交通省港湾局による港湾

請負工事積算基準等を参考とし、積算に使われている数量を基に算定に必要な各種数
量（燃料消費量や材料使用量等）を設定するものとする。

3.3 各排出源のCO2排出量の算定

（解説）
第 2章において主な算定対象とした各排出源について、具体的な算定方法を次に示

す。
（１）機械稼働（燃料燃焼）（表-4 ①-1 に対応）

機械稼働に伴う燃料の燃焼（Scope 1）によるCO2排出量は、燃料単位量の燃焼に伴
うCO2排出量原単位と工事積算に基づく燃料消費量を掛け合わせることにより求めら
れる（式(1)）。

第 2章で設定した算定対象に対して、算定に必要な各種数量（燃料消費量や材料使用
量等）を工事積算の考えに基づいて設定し、各排出源のCO2排出量を適切に算定するも
のとする．

各排出源について、工事積算の考え方に基づき、材料等の数量を設定するものとする。

3.2 で設定された各項目の数量を基に、各排出源のCO2排出量を算定するものとする。
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燃料の燃焼によるCO2排出量
＝燃料単位量の燃焼に伴うCO2排出原単位×工事積算に基づく燃料消費量

・・・式（１）
燃料単位量の燃焼に伴う排出量については、地球温暖化対策の推進に関する法律施

行令第三条で定められる、単位量あたり発熱量及び単位発熱量あたり炭素排出量を用
いるものとする。この算定方法は、ＣＮＰ形成計画策定マニュアル（国土交通省港湾局）
3)と同様である。

（２）機械稼働（燃料生産）（表-4 ①-3 に対応）
燃料の生産（Scope 3 のカテゴリ 3に該当）によるCO2排出量は、各燃料の生産に

係るCO2排出原単位と工事積算に基づく燃料消費量を掛け合わせることにより求めら
れる（式(2)）。

燃料の生産によるCO2排出量
＝各燃料の生産に係るCO2排出原単位×工事積算に基づく燃料消費量

・・・式（２）

式(2)におけるCO2排出原単位とは、単位量の燃料や材料の製造に伴うCO2排出量
を指す。なお、CO2排出原単位としては、産業連関法によるものを用いるものとする。
産業連関法とは、日本国内の各産業部門間の財・サービスの生産・販売に関するやりと
りに基づき、経済的な繋がりにより各部門の環境負荷量を算定するものである。産業連
関法によるCO2排出原単位の主なデータベースとしては、国立環境研究所による「産
業連関表による環境負荷原単位データブック（3EID：Embodied Energy and Emission
Intensity Data for JapanUsing Input-Output Tables）」がある。3EIDにおいては、各部
門の 100 万円相当分の生産に伴い、直接的及び間接的に発生する環境負荷量である内
包型原単位（t- CO2/百万円）及び単価（百万円/unit）が公表されている。これに、産
業連関表に付帯の部門別品目別国内生産額表を併用することにより生産額と生産量か
ら単価を算出できることから、体積や重量を単位としたCO2排出原単位（t-CO2/unit）
を式（3）の通り求めることができる。

燃料や材料の生産に係るCO2排出原単位＝内包型原単位×燃料や材料の単価
・・・式（３）

なお、CO2排出原単位について、産業連関法によるものの他に、積み上げ法による
ものがある。産業連関法と積み上げ法それぞれの手法の特徴や、手法の相違が港湾工事
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におけるCO2排出量の算定結果へ及ぼす影響等については、港湾空港技術研究所資料
No.13994）にて整理されている。

（３）材料製造（表-4 ②に対応）

材料の製造に伴うCO2排出量は、各材料のCO2排出原単位と工事積算に基づく材料
使用量を掛け合わせることにより求められる（式(4)）。

材料の製造に伴うCO2排出量
＝各材料の製造に伴うCO2排出原単位×工事積算に基づく材料使用量 ・・・式（４）

材料の製造に伴うCO2排出原単位は燃料生産の場合と同様の方法で求めるものとす
る。主要な材料のCO2排出原単位については本ガイドラインの付録が参考になる。付
録に記載のない材料等については港湾空港技術研究所資料No.13994）を参考にすると
ともに、専門家の意見を聴取することが望ましい。

（４）材料、仮設材、建設機械、作業船の運搬、廃棄物の運搬（表-4 ③-1 に対応）
運搬によるCO2排出量については、工事発注段階で運搬物の数量（重量）と運搬距

離が明らかなものについて、トンキロ法 7）でCO2排出量を求めることができる。また、
作業船の運搬について、工事発注段階で運搬（回航、えい航）に伴う燃料量が工事積算
の考え方で明らかな場合には、式(1)で CO2排出量を求めることができる。

3.4 算定結果の整理

（解説）
算定された各排出源のCO2排出量は算定結果の活用目的に応じて整理されるのがよ

い。CO2排出量の整理方法（一部の構造形式の試算例を含む。）については港湾空港技
術研究所資料No.13994）を参考にできる。

3.3 で算定したCO2排出量を適切に整理するものとする。
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第 4 章 算定結果の記録・保存

（解説）
港湾工事におけるCO2排出量の算定結果は今後様々な用途で活用されることが期待さ

れ、活用目的に応じて結果の再整理が必要な場合も想定される。このため、算定結果は編
集可能な電子データ（表計算ソフト等）で保存することが望ましい。

算定結果は適切な方法で記録・保存するものとする。
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第 5 章 今後の取組み

5.1 まとめ
本ガイドラインでは、港湾工事におけるCO2排出量の削減に向けて、工事発注段階で

の排出量算定の基本的考え方を整理し、とりまとめた。本ガイドラインを基に各港湾工
事におけるCO2排出量が算定されることで、各工事のCO2排出量の特性が明確になる
とともに、今後CO2の排出削減方策の具体的な検討に進むことが期待される。

5.2 今後の取組み
港湾工事における主要な排出源の多くは本ガイドラインで算定が可能である一方、算

定の対象外とした排出源もある。したがって、本ガイドラインの算定結果の妥当性の検証
が必要であり、今後港湾工事の実態調査等を含めた検証を進める予定である。
また、本ガイドラインが活用されることで、各工事のCO2排出量に関するデータの充

実が期待される。これらのデータは、今後、計画・設計段階でのCO2排出量の算定法の
構築に活用される予定である。
さらに、本ガイドラインは既存の技術を主対象として算定を行うものである。今後、港

湾工事における低炭素化に資する新技術の導入の加速が不可欠であり、そのような新技
術のCO2排出量の算定が可能とする考え方も引き続き検討予定としている。
このように、本ガイドラインも含め、港湾工事におけるCO2排出量の更なる削減に向

けて、関係者が一丸となって検討を進める必要があり、上述の低炭素化に資する新技術に
おけるCO2排出量の算定方法など検討結果を早急にガイドライン等に反映していくこと
としたい。
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付録

3EID及び産業連関表に付帯の部門別品目別国内生産額表を併用することにより、式
（３）により算定したCO2排出原単位を示す。なお、3EIDにおいては、外洋輸送部門に
よる国外排出量を含む場合、含まない場合といった 2種類の原単位が公表されているが、
外洋輸送部門による国外排出量を含まない場合の内包型原単位を用いている。また、輸入
品の取り扱いの観点からは、輸入品に関する環境負荷量を含める場合（ただし、輸入品は
国産品と同じ生産技術とする）と、含めない場合の 2種類があるが、輸入品に関する環境
負荷量も含むCO2排出原単位を用いている。
また、本付録では 2015 年版の内包型原単位及び単価を用いているが、産業連関表は 5

年毎に作成され、3EIDの内包型原単位もそれに伴い更新されているため、CO2排出原単
位について適宜更新していく必要がある。
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表 産業連関表に基づくデータベース（3EID）及び産業連関表に付帯の部門別品目別国内
生産額表（2015 年版）によるCO2排出原単位

※軽油は、使用条件（船舶の動力源に対する軽油の非課税措置など）を踏まえて適当な原単位を選択すること。

列部門名 統合品目名 細品目名 unit

内包型原単位

(I-A)-1

(t-CO2/百万円)

単価

（円/unit）

CO2排出原単位

(kg-CO2/unit)

生コンクリート 生コンクリート 生コンクリート m3 24.73 13815 341.68

セメント 構造用セメント

ポルトランド

セメント（普通）
t

110.56

7019 775.99

ポルトランドセメン

ト（早強・中庸熱）
t 8589 949.56

高炉セメント t 6864 758.85

その他のセメント t 7630 843.54

砕石 砕石 砕石 千 t 6.52 1231084 8022.83

熱間圧延鋼材

鋼矢板 鋼矢板 t

23.06

80022 1845.31
H 形鋼 H形鋼 t

大形形鋼 大形形鋼

中小形形鋼 中小形形鋼 t

厚板 厚板 t 79153 1825.27

中・薄板 中・薄板 t 70938 1635.83

普通鋼小棒 小型鉄筋用棒鋼 t 63033 1453.54

大形棒鋼 大形棒鋼 t
88213 2034.20

中形棒鋼 中形棒鋼 t

鋼管 熱間鋼管

継目無鋼管 t

13.94 137933 1922.80
鍛接鋼管 t

電縫鋼管 t

電弧溶接鋼管 t

石油製品

アスファルト アスファルト t

5.90

35186 207.63

軽油※
軽油（課税分） kl 87098 513.95

軽油（非課税分） kl 54998 324.53

A 重油 A重油 kl 54448 321.29
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参考資料

港湾工事における二酸化炭素排出量削減の取組事例
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取組事例
（１）グラブ浚渫船による回生電力の利用
（２）グラブ浚渫船兼起重機船による環境性能の向上
（３）ハイブリッドシステムを採用した環境配慮型深層混合処理船
（４）ポンプ浚渫船におけるエネルギー効率の改善
（５）カルシア落下混合船の使用による効率化

現行の港湾工事において取り組まれている作業船におけるCO2排出削減に資する取り組
みの一部について紹介する。（令和 4年 3月時点）
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（１）グラブ浚渫船による回生電力の利用
作業船の種類 CO2削減手法

グラブ浚渫船 電力回生システム
概 要

l巻き下げ時に主巻モーターを発電機として得られる回生電力を利用して省エネ化をはかる
浚渫船

l電力との併用によるハイブリッド型や電動型等の導入に向けた検討を実施
CO2削減効果

lグラブ巻き下げ時に発生するエネルギーを回生電力として蓄え、グラブ巻き上げ時にそれを
利用し、燃料消費量を 25％～30％低減できるとともにCO2などの排出ガスも大幅に削減

lなお、国内での作業船の電動化は検討段階であり、早期の実用化を目指して実証等を実施

グラブ浚渫船

ハイブリッドシステム概念図
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（２）グラブ浚渫船兼起重機船による環境性能の向上
作業船の種類 CO2削減手法

グラブ浚渫船兼起重機船
電力回生システム、電力モニターシステム、

IMO排気ガス規制対応
概 要

以下のコンセプトに基づき建造された浚渫船
l「環境性能の向上」：ハイブリッド浚渫機、蓄電システム導入、IMO2次規制エンジン採用
l「生産性向上」 ：船体剛性の向上、大面積グラブバケット
CO2削減効果

lバケットの巻き下げ時の回生エネルギーを巻き上げ時に利用することで、巻き上げ能力と
燃費効率の向上を両立

l蓄電システムでは主要電力・燃料使用量等をリアルタイムで視認することが可能
l電力モニターシステム搭載、「作業船を見える化」によりCO2や燃料の削減などに寄与

電力モニターシステムによる

グラブ浚渫船兼起重機船 省エネの見える化
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（３）ハイブリッドシステムを採用した環境配慮型深層混合処理船
作業船の種類 CO2削減手法

環境配慮型
深層混合処理船

電力回生システム、自然エネルギー利用、
発電設備統合制御装置、インバータ方式

概 要

lエネルギーの高効率化と自然エネルギーの利用を組み合わせた「作業船ハイブリッドシス
テム」を搭載した環境配慮型の作業船

l電動モーターに省エネ効果をもたらす電動インバータ方式を採用
CO2削減効果

l複数の可搬式ディーゼル発電機の設置および使用電力量のリアルタイム監視で最適な台
数のみを運転することによるCO2の削減

l処理機を下降させる際の昇降ウインチ用モーターで発電される電力を有効活用
lコージェネレーションシステムの採用で省エネ効果

作業船ハイブリッドシステム概念図
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（４）ポンプ浚渫船におけるエネルギー効率の改善
作業船の種類 CO2削減手法

ポンプ浚渫船 インバータ方式、IMO排気ガス規制対応
概 要

l欧州製の最新型ポンプを搭載した国内最大級の能力を持つポンプ浚渫船
l主機関やモーター等の主要設備が更新され、エネルギー効率が改善し、環境負荷が低減
CO2削減効果

l最新型の浚渫ポンプ用主機関は IMO排気ガス 2次規制に対応しており、NOx、SOxの排
出量の低減、燃費効率も平均 8％程度向上

lカッターモーターやスイングウインチモーター等の電動機も効率の良いインバータ制御
にすることで燃費を向上し、船全体のCO2排出量を削減

ポンプ浚渫船
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（５）カルシア落下混合船の使用による効率化
作業船の種類 CO2削減手法

カルシア落下混合船 大規模施工による作業効率の向上（スラグ利用技術）
概 要

l浚渫土とカルシア改質材（製鋼スラグの成分・粒度を調整した材料）を混合し、カルシア
改質土を効率よく大量に製造できるカルシア落下混合船
CO2削減効果

l2,500～4,000m3/日のカルシア改質土の製造・排出ができるため大規模施工が可能
l艤装が不要で、施工期間を短縮することが可能で施工の効率化が図れることから従来より
もCO2排出量の削減が可能

l改質材の混合率やカルシア改質土の密度等をリアルタイムで確認でき、品質確保・向上に
貢献

カルシア落下混合船

船体の概要


